
メディアが創り出す「現実」
一一少年犯罪をめぐる新聞報道を手がかりにして

梅原恵子

1.問題の所在

現在、各方面で少年犯罪の増加や凶悪化について、原因や対策などが議論されている。少年犯

罪の原因については、主として事件を起こした少年の精神的な疾患に帰す議論と、周囲の環境(家

庭環境や社会環境)に帰す議論とがある。専門家による議論は、少年犯罪の報道に際して、その

背景説明として引用される。こうした学術的説明は、文科省 ・法務省はじめ関係する諸機関で対

策が講じられる際にも影響を及ぼす。他方、そのような専門家による報道を見聞きした一般の視

聴者 ・読者も、被害者に、さらには、加害者に対して同情や怒りなどさまざまな感情を抱き、同

時に、事件の心理的・社会的背景について思いをめぐらせる。

最近の少年犯罪について語られる際、教育環境の悪化といった社会的要因が指摘されることが

多い。だが、歴史的に見ると、現代の少年は恵まれた環境にいるのではないだろうか。家庭環境、

社会環境が、今より劣悪な状況であった時代はいくらでも存在した。これに対し、恵まれた環境

だからこそ起こる問題もあるという反論があるかもしれない。つまり、何でも与えられ、自由で

あるがゆえに何かを見失ってしまう少年が出てくる可能性があるということだ。このような、恵

まれた状況にありながら破滅への道に向かうという現象は、 E.デユルケムの『自殺論jの中で

指摘されていることでもある。デュルケムは 『自殺論jの中で「金利生活者の法外な自殺率(百

万あたり七二0)は、も っとも富裕な者がもっとも苦悩に苛まれていることを十二分にものがたっ

ているJと述べている (Durkheim[l897=1985:319J)。彼は、この自殺を「アノミー的自殺J

と呼び、人々は無規制状態にあると、あらゆる制限をますます耐えがたいと思うようになると指

摘している。この場合、結果として起こるのは自殺だが、同じようなメカニズムが少年犯罪にお

いても成立するということは考えられる。

その一方で、、少年の生得的な要素や個人史的な要素も無視することはできない。精神医学的な

説明は、社会学的な説明と並んで、有力な因果図式を提供している。だが結局のところ、少年犯

罪に対する一義的な「処方筆Jは存在せず、説明図式を異にする多様な分析と対策が、焦点を結

ぶことなく並立しているのである。すなわち私たちの前には、十分に検証されてはいない複数の

仮説が提示されているのだと言える。

とすれば、私たちは少年犯罪について考える際、これまでの自らの認識のプロセスについて再

考してみる必要があるのではないだろうか。なぜなら、メディアで報道される少年犯罪の「現実J

やその因果連関は私たちに不安や絶望感を抱かるが、実際に多くの人々がそのような「少年を追
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いつめる社会」を実感しているかどうかは疑問だからである。少なくとも、周りを見回してみる

限り、メディアで報道されるような少年事件が頻発しているという様子は見受けられない。言っ

てみれば「少数派」であり「非日常」な事例を、人々はなぜ自分の身に降りかかるかのように深

刻に捉え、「少年犯罪が増加・凶悪化 している」と不安を募らせるのだろうか。考えているうち

に、筆者は、メディアの報道がそうさせているという仮説を支持するようになった。人々の語る

少年犯罪の「現実」や不安感というものは、多くの場合、メディアの報道を根拠にして語られて

いる。それゆえ、メディアの提供する複数の因果図式の中から、信想性が高いと主観的に判断し

たものを選び取って、「現実」イメージを構築しているだけであるという可能性を排除すること

はできないのである。

そこで本稿では、「人々の聞で強固に共有されている 『少年犯罪の増加 ・凶悪化jという 『現

実jがメディアによって創られているjという仮説を、伝統的なメディアの 1つである新聞を分

析素材として、時代による報道の変化を探ることにより検証する。報道の変化には、「量的変化」

と「質的変化」が想定されるが、本稿では「量的変化」に焦点を当てる。

2.統計資料を用いた少年犯罪の現状分析

「人々の間で強固に共有されている 『少年犯罪の増加 ・凶悪化jという 『現実jがメディアに

よって創られているJという仮説を検証するにあたって、まず、事実性レベルの少年犯罪の現実

がどのようなものであるのかを示す必要がある。少年犯罪の現状を示すものとして、『警察白書j

などにおける統計資料があるが、そのような統計資料を用いた少年犯罪の現状分析は既に多くの

研究者によ って行われている。したがって、ここではそれらの先行研究を、根拠としているデー

タと解釈の方法という視点から再検討することとする。ここで検討する先行研究はいずれも次の

ような刑法犯少年の検挙人員というデータを根拠として議論を展開している。

しかし、このような同じ警察統計に依拠しながら、研究者たちの見解は「少年犯罪が増加 ・凶

図1 刑法犯少年の検挙人員、人口比の推移(昭和24-平成16年)
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悪化している」、「少年犯罪が増加 ・凶悪化しているとは言えないj という相対立するものになっ

ている。では、具体的にどのような議論が行われているのだろうか。

少年犯罪をめぐる議論において、前田雅英は、 1998(平成10)年における刑法犯少年の検挙人

員率(同年齢層の人口10万人当たりの検挙人員)と成人の検挙人員率を比較し、少年は成人の10

倍の値になっていることに注目した。1955(昭和30)年頃までは成人と少年の差はほとんどなかっ

たというデータを確認した上で、前田は「少年は成人の10倍の割合で犯罪を犯すようになった」

と述べている(前田[2000:6 J)。同じく「少年犯罪は増加しているjという見解に立つ間庭充

幸は、パフゃル期以降の刑法犯少年の検挙人員の動向に注目し、増減を繰り返しながら、近年再び

検挙人員が増え始めているということを根拠として、少年犯罪の増加を示唆している (間庭

[2005: 6 J)。

一方、酒井明は、 1983(昭和58)年の第 2のピーク lを比較の基準として、近年の刑法犯少年

の検挙人員と人口比がピーク時の数値には至っていないことを理由に、少年犯罪が増加している

という主張に対して否定的である(酒井[2000: 58J)。そして、大村英昭もまた「少年犯罪が増

加している」という見解に対して懐疑的である。大村は、刑法犯少年の検挙人員は世間が“期待"

するほど増加していないと述べ、図 1のようなデータの創られ方に注意を払っている。彼は、第

2ピーク時以降の減少期に注目し、当時の社会状況を考慮すると、その頃実際に少年非行が増加

していたわけではなく、軽犯罪が見逃されていただけではないかと指摘している(大村 [2002 : 

4，7-9J)。

各研究者による主張は、どれも説得力があるように思えるが、実際には、データの読み方に関

して、意識的もしくは無意識的に主観的な要素が介在しており、彼らは自らの背後仮説に従って、

「少年犯罪が増加しているJ、「少年犯罪が増加しているとは言えない」という相対立するどちら

かの結論に到達している。これは少年犯罪の凶悪化についての議論についても同様で、ある。つま

り、統計資料のデータからは、 「少年犯罪が増加 ・凶悪化 しているjのか「少年犯罪が増加・凶

悪化しているとは言えないjのか、 一義的に導き出すことはできないということである。このよ

うに、統計資料による少年犯罪の現状分析には暖昧な要素が多いにもかかわらず、彼らの見解は、

「識者の意見」としてメディアに登場することになる。そのような専門家の意見によ って報道は

権威づけられ、読者・視聴者のリアリティ形成に影響を与えると考えられる。

3.分析資料・データ・方法

報道の「量的側面」の分析においては、朝日新聞縮刷版の記事を用いる。データは、 1950(昭

和25)年から2005(平成17)年までの新聞記事を、 5年ごとにピックアップし、それらの各年の

1 . 5・9月の記事の全件数とそのうちの少年非行の記事2の件数を数えるという方法で収集す

る。

以上の方法で収集したデータを用い、新聞記事の全件数に占める少年非行の記事の割合を算出

i 一般的に、刑法犯少年の検挙人員には、 3つのピー クがあると言われている。第 lのピークは1951(昭和26)

年、第 2のピークは1964(昭和39)年、第3のピークは1983(昭和58)年である。
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することによ って、過去から現在までの少年非行の報道件数の変化を分析する。本来ならば、い

くつかの新聞社の記事をデータとして比較しながら分析することが望ましいが、過去50年のデー

タを収集するには膨大な時間を必要とするため、複数の新聞を比較することは断念せざるを得な

U 、。
新聞を分析素材として用いる理由は、 ①古い時期のものも縮刷版として公開されており、系統

的な分析データとして扱うことができるため、 ②新聞は速報性という点ではテレピやラジオに

劣っているが、出来事の全体像や因果連闘を事後的に信頼できる形で解明し、時間に制限されず

にそれにアクセスすることを可能にするので、人々の現実認識に確かな根拠を与えるという機能

を持っているためである。

以上の理由から、新聞記事を素材として分析を行っていくが、朝日新聞の記事は、インターネッ

ト上のデータベースでも閲覧できるため、必要に応じて利用することとする。このデータベース

では、 1945(昭和20)年から現在までの記事を閲覧することができる。

4.新聞報道の量的変化

少年非行の記事の分析の前に、新聞紙面全体の時代ごとの量的イメージを示しておく 。
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図 2 新聞紙面 1ページあたりの記事件数
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数値は、 3で述べた方法で収集したデータをもとに、新聞紙面 1ページあたりの記事件数(記

事の全件数÷新聞紙面のページ数3)を算出したものである。

グラフからわかるように、徐々に 1ページあたりの記事件数が少なくなっている。 1ページあ

たりの記事件数が少なくなることによって、記事として取り上げられたトピックスについてより

詳細な情報を伝えることができる。しかし、これは筆者が収集した範囲のデータをもとに算出し

た“平均"であり 、実際には、“分散"が大きく、ページによ って記事の件数が平均から大きく

外れることもある。ここで示したのは、あくまでも各時代の新聞紙面の量的イメージを把握する

指標である。以上を踏まえて、記事全体に占める少年非行の記事の割合を算出したのが図 3であ

2 r少年非行の記事Jには、 事件そのものについて報道している記事だけではなく、「少年非行が問題となってい

るJと人々に認知させ得る記事も含まれている。たと えば、「最近深刻な問題となっている少年非行は-Jと

いった表現がこれに該当する。

3 この新聞紙面のページ数も、記事件数と同様に、 1950(昭和25)年から2∞5(平成17)年まで 5年ごとに各年

の1・5・9月のデータを収集した。
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図3 記事全体に占める少年非行の記事の割合
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る。

これを、図1の検挙人員のグラフと重ね合わせたのが図 4である(折れ線グラフに変換)。
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図4 少年非行の記事の割合と検挙人員
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グラフに示されているように、多少のズレはあるものの、概ね検挙人員に連動して少年非行の

記事が増えている。そこで、「検挙人員の増加(減少)に伴って、新聞における少年非行の報道

件数が増加(減少)する」という想定のもと、改めて図4を見ると、注目すべきなのは、 2000(平

成12)年の少年非行の記事の割合が、それ以前と比較して顕著に増加している点である。検挙人

員の変化に比べて、少年非行の記事の割合の変化が著しい。この背景には何があるのか。データ

収集における誤差を勘案しでも、他の要因も考慮に入れなくてはこの変化傾向を説明できない。

背景として考えられるものの iつには、「いじめJの問題がある。収集したデータの範囲内で

は、 1985(昭和60)年頃からいじめに関する記事4が増えている。具体的には、 1985(昭和60)

年におけるいじめに関する記事が50件、 1990(平成 2)年は12件、 1995(平成7)年は93件、 2000

(平成12)年は74件、 2005(平成17)年は17件となっている。

ここでは、いじめに関する記事の件数がいつ頃から増え始めたのか詳細に調べることは控える

が、収集したデータの範囲内においては、 1985(昭和60)年から明らかに増加しており、この時

期のいじめに関する記事が、人々の少年非行に対する認識のあり方に影響を与えた可能性がある。

しかし、いじめの記事を除いても、圧倒的に2000(平成12)年における少年非行の記事の件数

は多い。とすれば、いじめの記事の増加以外にも記事の件数が増えた理由が何かあるはずである。

その理由を探った結果、 2000(平成12)年5月に西鉄パスジャック殺傷事件5が起こったことに

よって、少年非行の記事件数がかなり増加していることがわかった。

西鉄パスジヤツク殺傷事件に関連する記事を数えてみると、 2000(平成12)年 5月において、
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その数は70件以上にのぼり、収集したデータの範囲では、 lつの少年事件についてこれほど多く

の記事が紙面に現れた例はなかった。この西鉄パスジャック殺傷事件は、それまで起こった事件

に比べて凶悪だったがゆえに盛んに報道されたのだろうか。過去に起こった事件を調べてみると

そうとは言えない。それ以前にも、閉じくらい、もしくはそれ以上に凶悪だと感じられる事件は

起こっており、このパスジヤツク事件が過去の事件と比べて“前代未聞"というほど異質なもの

であったと言うことはできない。

たとえば、 1969(昭和44)年4月に、神奈川県で高校 1年生が友人をナイフで刺し殺し、首を

切り落とすという事件が起こっている(サレジオ高校生殺人事件)。その事件は 4月末に起こっ

ているため、翌 5月における記事も視野に入れて数えてみると、事件に関連する記事は18件であっ

た。殺害したあげく首を切り落とすという残忍な事件だが、記事になっている件数は西鉄パス

ジャック殺傷事件と比べてかなり少ない。もう lつ、このサレジオ高校生殺人事件に類似した事

件で、「最近の少年犯罪の凶悪化jについて語られる際にたびたび例に出される神戸連続児童殺

傷事件について見てみると、この事件に関連する記事は106件であった o このように類似した事

件であるにも関わらず、サレジオ高校生殺人事件と比べると神戸連続児童殺傷事件の方が明らか

に多く新聞に取り上げられているらこのことから、最近の「少年犯罪Jの報道においては、何

か lつ事件が起こると、その事件を過剰に取り上げる傾向があることが伺える。

2∞o (平成12)年のパスジヤツク事件に話を戻すと、この事件において過剰報道がなされた要

因として考えられるものが2つある。 lつは、この事件がそもそもメディアを巻き込む形で起こ

されたということである。犯人の少年は、何か大きな事件を起こせばメディアが盛んに報道する

ということを予め知った上で犯行に及んでいた。このことは、逮捕後に少年が「世間を驚かせた

かった」というような供述をしていることからも明らかである。少年の言う「世間jは、事件の

当事者や関係者という限られた範囲の人々のことを指すのではなく、メディアを通して事件を知

る多くの人々のことも含んでいると考えていい。それは、この少年が神戸連続児童殺傷事件に関

心を示していたということからも伺い知ることができる。神戸連続児童殺傷事件は、加害者の少

年が自らの存在を世間に知らしめるためにメディアを意図的に利用した典型的な例である。この

ように、メディアを利用する形で起こされた事件においては、メディアの報道がいっそう増加す

るという相乗的関係が見られる。

そして、もう lつ西鉄パスジャック殺傷事件の報道件数を増加させる要因となったと考えられ

るのは、この事件が起こる 2日前に、愛知県豊川市で同じく 17歳の少年による殺人事件が起こっ

ていたことである。愛知 ・豊川市主婦殺害事件における加害者の少年は、面識のない64歳の主婦

を、殴ったり、刃物で刺したりして殺害した。この事件が発生した2000(平成12)年 5月に書か

4 この「いじめに関する記事jには、いじめによる事件を具体的に報道しているものだけではなく、「いじめが

問題になっているJということを人々に認知させ得る記事も含まれる。たとえば、「いじめ問題」という言葉

が出てくる記事も含む。

s西鉄パスジャック殺傷事件とは、乗客約20人を乗せて佐賀から福岡に向かっていたパスが、 17歳の少年によっ

て乗っ取られた事件である。その少年は、乗客の女性 l人を刺殺し、その他5人に重軽傷を負わせた。

6 1997 (平成 9)年 5月、当時中学3年生の少年が小学6年生の男の子を殺害した上、頭部を切断し中学校の正

門前に置いた。この事件も月の終わりに起こ った事件であるため、 5月の記事だけではなく 6月の記事も視野

に入れて件数を数えた。
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図5 不登校(登校拒否)と引きこもりの記事件数
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れた記事の件数を数えてみると、 15件程度となっている。同じ17歳の少年が同様に殺人を犯した

にもかかわらず、愛知 ・豊川市主婦殺害事件について報道された記事の件数は約15件、西鉄パス

ジャック殺傷事件の記事の件数は70件以上と、その差は大きい。そこからは、報道する側が、立

て続けに r17歳」の少年による事件が起こったという事実をどのように捉えたのかということを

読み取ることができる。

17歳によって引き起こされた殺害・殺傷事件が連続することによって、報道する側はrr17歳j

の少年に何かが起こっているJと捉えたと考えられる。もしも、西鉄パスジャック殺傷事件の 2

日前に、愛知・豊川市主婦殺害事件が起こっていなかったとすれば、これほどまでにパスジヤツ

ク事件についての記事が増えていたかどうかは疑いの余地がある。なぜなら、共通性のある事件

が起こることによって、報道する側がそこに何らかの関係性を見出そうとし、様々な報道がなさ

れるようになり、その結果として報道量が増えると考えられるからである。実際に、 2つの事件

が起こった後、 r17歳に何が起こっているのかjという主旨でパスジャック事件について報道す

る記事が目につくようになる。そのように、当時、 r17歳Jの少年による事件がクローズアップ

されたが、この r17歳」という要素が、本当に重大な意味を持つものであったかは疑問である。

事件を起こした少年が、たまたま 17歳であったという可能性は十分にある。現に、その当時、 r17

歳Jという要素がそれほどまでに注目されたにもかかわらず、結局「少年犯罪Jと r17歳」の因

果関係は、はっきりと証明されてはいない。r17歳」を取り立てて報道するようなことも行われ

なくなった。現在においてはむしろ、「少年犯罪の低年齢化Jが騒がれている。

このように、新聞の報道においては、記事を作成する側が描く、出来事に関する因果図式のよ

うなものが報道量に影響を与えていると考えられる。

これまで述べてきたような要因によって少年非行に関する記事が増加すると、人々が認知し得

る少年非行は増加することになる。その結果、実際の少年非行の現実がどのようなものであるか

にかかわらず、人々は「少年非行は増加している」、場合によ っては「凶悪化しているjという

イメージを持つようになるのではないだろうか。

そして、さらに筆者は、データ収集の際、少年非行以外の記事が近年の「少年非行が増加・凶

?神戸連続児童殺傷事件では、加筈者の少年が神戸新聞社に犯行声明文を送りつけ、メディアはそのような加害

者の少年の行動に振り回された。少年が逮捕されるまで、現実とはかけ離れた犯人像が報道され続けていたこ

ともこの事件の特徴である。
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メディアが創り出す「現実J

悪化している」というイメージを強めているという可能性に気付いた。その少年非行以外の記事

というのは、具体的には「不登校(登校拒否)J、円|きこもりJの記事である。

図5のグラフを見ると、 1985(昭和60)年頃から「不登校(登校拒否)Jの記事が増え始め、

2000 (平成12)年にピークをむかえている。一方、「ヲ|きこもり」の記事は2000(平成12)年か

ら件数が一気に増え、 2005(平成17)年における件数は少し減ったものの、依然として過去に比

べて報道量が多い。この「不登校(登校拒否)Jと円lきこもり jは、少年非行と直接的な関係

性はないが、近年少年非行と結びつけて語られる傾向にある。確かに、引きこもっていた少年が

事件を起こすという例はあるが、現在かなりの数存在していると言われる「ヲlきこもり」の少年

の中で、重大な事件を起こすのは少数である。それにもかかわらず、まるで「ヲ|きこもりは少年

事件発生の原因である」とでも言うかのような報道がなされることがある。このような、少年の

間で問題となっている事柄に関する記事が増えることによって、人々は漠然と「少年非行の増加 ・

凶悪化」というイメージを膨らませていくということが考えられる。つまり、「不登校(登校拒

否)Jや円|きこもり」などの逸脱行動が最近の少年たちの問で増加しているという社会的イメー

ジが共有される中で、「少年非行の増加・凶悪化jと「不登校・引きこもりの増加」という直接

的には関係のない現象が、有意に関連のあるものとして理解されるようになることによって、少

年たちが理解可能な存在ではなくなりつつあるという集合的不安が生み出されることになる。そ

れが「少年非行の増加 ・凶悪化」というイメージを強めることへとつながっていくのである。

5.結論

以上の分析で見えてきたことは以下の 3つである。第 lに、近年、新聞の報道においては 1つ

の事件を過剰に取り上げる傾向が強く、結果として少年非行の記事が増加しているということ、

第2に、少年非行の記事は、記事を書く側の、社会の現状に関する、意識的な、あるいは無意識

的な想定の影響を受け増加する可能性があるということ、第3に、少年非行の記事以外にも、「少

年非行が増加 ・凶悪化している」というイメ」ジを人々に抱かせることへとつながる記事が増加

しているということである。この 3つの要因が絡みあって、最近の「少年非行が増加・凶悪化し

ている」という人々にとっての「現実」は創られてきたと考えられる。

先行研究においても、「人々にとっての少年犯罪の『現実jがメディアによって創られている」

という指摘はなされてきたが、本稿おいて、そのテーゼを具体的なデータをもって検証し、さら

に、青少年の変容に関する社会的不安とメディアとの関係という新たな要因連闘を見出すことが

できた。

しかし、冒頭でも述べたように、本稿で分析した新聞報道の「量的変化」に加えて「どのよう

に報道されるかJという「質的変化jが人々の現実認識に影響を与えていると考えられる。それ

ゆえ、報道の「質的変化jによって人々がどのように認識を変化させるのか、実証を行うことが

今後の研究課題である。さらに、データ収集におけるサンプル数や、精密度など、より精綴化し

ていくとともに、テレピやインターネットのような新聞以外のメディアとの関係性にも視野を広

げ、議論を深めていくことによ って、本稿における仮説のより確かな実証を行うことができる。
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